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イノベーションのための第２世代知財
(ＳＭＩＰＳ　特許戦略工学分科会)　久野　敦司

IP system Ver.2 for innovation
SMIPS Patent Strategy Engineering Subcommittee :  Atsushi Hisano 
元祖権　実施料受領権　公共調達優先受注権　ネット権　標準策定参加権

【概要】　地球環境問題、食糧問題、エネルギー問題などが噴出する現代において、知的財産権制度はイノベーション促進で諸問題を解決することに貢献しなければならない。そのため、その行使が本格化するとイノベーションを阻害する独占排他権を知的財産権制度の中心から取り除き、知的創作物の利用を原則自由としながらも、知的創作者のモチベーションと先行者利益の確保を図る必要がある。実施料受領権，元祖権，標準策定参加権，公共調達優先受注権，ネット権などの第２世代知財を構成する可能性のある諸権利の構想について論じる。
【協創への道】　事業活動や文化創作活動のプレイヤー相互による協力や協調によって相互に利益を得るプラスサムゲームに、知的財産権の活用を進化させていくことが、迫り来るエネルギー危機、食糧危機、地球環境危機に対処する技術と産業と文化を人類社会が早急に構築するために、必要である。
現在、知的財産権の本質は独占排他権であり、新規性などの要件を備えた知的創作物の利用を一定期間、その知的創作物の知的財産権者に独占させることで、産業の発達または文化の発達を図っている。すなわち、当該知的創作物がもたらす新市場に競業者が一定期間だけ立ち入れない法的立ち入り禁止区域を設定し、その知的財産権者が先行者利益を確保可能にするというものである。これは、細胞膜で囲われた単細胞生物が細胞膜内への他の生物の侵入を防止しつつ周囲から栄養を取り込み成長する様子に似ている。単細胞生物の間では資源を奪い合うゼロサムゲームが行なわれる。しかし、産業の発展や文化の発展は独占だけでもたらされるのではない。他のプレイヤーとの協力を行ない、技術や事業やコンテンツを組み合わせることで新市場の創造や整備を実現するという「協創」によって、より大きな発展と利益がもたらされる。　独占排他権を本質とする現行制度のもとでも、ライセンスなどの手法で企業などのプレイヤー間の提携が行なわれ、技術や事業やコンテンツを組み合わせて新市場の創造や整備を行なうことは、ある程度は可能となっている。　しかし、そこには独占排他権の怖さがある。ライセンスの申し込み等には「虎穴に入る」事に似た障壁があり、多数の協創の可能性がライセンス交渉をすることなく消え、大量の特許権や著作権の存在が「アンチコモンズの悲劇」という懸念まで発生させる。  多細胞生物は、多数の細胞が役割分担し、協調して活動することでお互いにメリットを得ようとするプラスサムゲームの形態である。
知的財産権制度は、単細胞生物の行動原理である独占排他権を中心とした「第１世代知財」から、多細胞生物の行動原理である協創と環境保護を中心とした「第２世代知財」に進化をすべき時期に来たと考える。
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ゼロサムゲームの単細胞生物　　　　　　　　　プラスサムゲームの多細胞生物

　（独占排他権中心の第１世代知財）　　　　　（協創と地球環境保護の第２世代知財）

【第２世代知財】

「第２世代知財」では対象の製品やサービスやコンテンツの内容を、自動的にまたは容易に他者の知的財産権と比較ができる所定の方式にて公開（例：請求項記述言語で記述してＷｅｂサイトで公開）することにより、その公開した内容をカバーする他者の知的財産権がある場合に、知的財産権者に先行者メリットを提供すれば、その対象の製品やサービスやコンテンツでの知的創作物の使用行為は、その知的財産権についての正当実施行為となる。また、「第２世代知財」では、公益（例：地球環境保護）に連動した知的財産権の行使を促進することで、公益の実現に知的財産権制度を活用する。

【合算実施料率上限制度による実施料受領権】　
現在の特許制度では、１つの製品Pに関わる特許権がN件ある場合、各特許権について通常の実施料率αを独立に課すことができる。その結果、N×αが製品Pの利益率βを越えることもあり得る。

利益率βを越える実施料率が課される可能性がある現在の特許システムは、侵害摘発されて実施料を払わざるを得なくなるまでは、実施料を支払わないという悪意の特許権侵害者を誘発する。悪意の特許権侵害者を誘発させないためには、善意のライセンシーが安心して実施料を支払える特許制度であるべきである。
　そのためには、他人の特許権などについて、善意のライセンシー（自己の製品やサービスの実施技術を請求項記述言語]等の所定言語で記述してWebサイトで公開して、必要な実施料を支払うライセンシー）が１つの製品Pに関して支払う実施料での実施料率の合計には、製品Pの分野で決まる所定割合γを上限とするという制度（合算実施料率上限制度）が良い。ただし、γ＜βである。
　合算実施料率上限制度のもとでは、製品Pについての第１番目の特許権B1によるライセンスが与えられたときは、 B1には実施料率γが適用される。
次に第２番目の特許権B2によるライセンスが追加された場合、B1にもB2にも実施料率γ/2が適用される。
　このように善意のライセンシーに、合算実施料率上限制度が適用されると、普通の企業であれば善意のライセンシーとなり、他者の特許発明を尊重して積極的に適正な実施料を支払おうとする。そうなると、特許権者は権利行使に多大な出費をしなくても、妥当な実施料を得ることができるし、善意のライセンシーは差し止めや損害賠償請求を受ける懸念がなくなり、必要な最先端技術を安心して実施しても事業利益を残すことが可能となるので、特許制度は好循環に入る。
【特許権者の公共調達優先受注権】
日本政府予算の規模は年間８０兆円を超えるものになっている。地方自治体および独立行政法人の予算も含めるとさらに巨大となる。この大規模な予算の執行での公共調達において、特許権者・ライセンシーに優先受注権を認めるなら、イノベーションをおこして特許権を取得することが、公共調達を受注することや、公共調達を受注する企業などからのライセンス収入を得ることにつながるので、イノベーション促進の大変に大きな駆動力となる。そして、この駆動力が「前例踏襲横並び主義の価値観」を弱め、イノベーションの阻害要因を減少させ、本来の日本のイノベーション能力を発揮させるようになる。本来、特許法上の「業としての特許発明の実施」の中に政府などによる特許発明の実施行為も含まれるで、「公共調達において特許権者・ライセンシーを優遇する制度」は政府が特許権侵害をしないためにも当然のことである。当然のことを促進することが、日本のイノベーション促進にもなる。
【標準仕様提示権と標準策定参加権】
独占排他権は競合企業を市場から排除するが、市場を立ち上げたり、市場を拡大するという効果がない。特許技術を用いた新事業を企画し、事業を立ち上げる場合、特許権者に特許発明を用いた公的な標準仕様を提示し、標準策定に参加する権利が与えられるのであれば、標準の持つ市場拡大効果を、自社の事業戦略の中に組み込めるので、特許権者にとって、特許権に新事業立ち上げにおけるメリットを感じることができる。 
また、特許権者が公的な標準仕様を提示し、標準策定に参加するのであれば、特許問題のために標準仕様の策定が遅れるとか、標準仕様を定めても特許問題のために標準仕様が普及しないという問題も発生しなくなる。特許権者も、特許発明を用いた製品分野の拡大を狙うわけなので、特許発明の使用に関して差し止め権を放棄し、実施料を無料とするか、実施料を非常に低額にすることを特許原簿に記載し、標準仕様提示権を得ることを選ぶという場合も多発すると考えられる。標準仕様を提示しても、それが採用されなければ特許権者にとっては意味がないので、採用されない場合には、差し止め権の放棄や実施料を無料とするなどのことは、一定の条件のもとで、取り消すことも可能にする必要もある。
現在の特許制度は、特許権者に独占排他権を与えることで、発明者に利益を与え、発明を奨励して産業を発達させようとしている。しかし、独占排他権を与えても、市場が立ち上がらねば、発明者には利益はもたらされず、発明も奨励できず、産業も発達しない。それに対して、標準仕様提示権と標準策定参加権を特許権者が得ると、標準仕様という市場立ち上げパワーを特許権者が利用できるので、市場の立ち上げの中で、発明者も事業利益を得られ、発明が奨励され、産業も発達する。

【元祖権】
文教大学の幡鎌先生が提唱されている権利であり、サービスイノベーションを促進するものである。その元祖権制度の概要は次のとおり。

元祖権を取得できた場合には、「自分が元祖」と正式に主張できるだけでなく、他社が、それと同じサービスを実施する場合には、最初に発案・実施した会社が元祖であることを表示することを義務付ける制度である。独占はしないし、ライセンス料の請求もしないが、他社が真似した場合に、元祖権を持つ企業が必ず営業的な効果を得られるようにする制度である。［１］
【ネット権】

「デジタル・コンテンツ法有識者フォーラム」（代表：八田達夫政策研究大学院大学学長）は、収益の公正な配分を行う能力を有すると考えられる者のみにインターネット上のデジタル・コンテンツの流通に関する権利であるネット権を付与する制度を提唱している。具体的には、次のとおりである。
上映・公開された映画、発売されたレコード、放映されたテレビ番組などは「映画の製作、レコードの録音、放送についての同意をえている場合」とし、権利者の許諾不要でネット配信を行えるようにする。［２］
【第２世代知財へのうねり】

独占排他権を中心手段として発展してきた知的財産権制度は、地球環境問題、食糧問題、エネルギー問題などが噴出する現代において、イノベーションを急速に進展させて問題解決をする必要性から、独占排他権を知的財産権制度の中心から除去することを迫られている。また、インターネットの急速な発達により様々な音楽や映画のコンテンツが記録媒体物の介在なしに流通する時代を向かえ、知的財産権制度を構築する際に便宜的に導入した物権法の考え方の部分が実態に適合しなくなってきた。［３］
さらに、ユビキタスネットワークの進展に伴なって発生する知識情報の自動生成や合成と利用が現実のものとなる時代を迎え、現在の知的財産権制度が社会に適合しないというようになってきた。［４］
これらの動きは、知的創作物の流通と活用を原則自由としながらも知的財産権者に先行者利益を与える第２世代知財に向かう動きである。
日本国のさらなる発展のためにも、日本の知的財産権制度を早急に第２世代知財に進化させるべきである。
【参考サイト】
［１］元祖権
http://open.shonan.bunkyo.ac.jp/~hatakama/paper/2H14_hat.pdf
［２］ネット法
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0803/17/news105.html
［３］「著作権は混迷」「ダメと言ってもネットは止まらない」──東大中山教授
http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0803/03/news033.html
［４］ユビキタスネットワーク時代における知的財産権の課題と日本の国家戦略
http://www.patentisland.com/memo59.html
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